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(57)【要約】
　タブレット端末装置Ｗは、マイク５３を有する。タブ
レット端末装置Ｗは、表示部材１１と、表示部材１１の
非表示面側に配置され、マイク５３を収容する内側ケー
ス４０と、表示部材１１の側部を囲い、かつ内側ケース
４０を収容する外側ケース３０と、を備える。表示部材
１１の側部と外側ケース３０との間に隙間Ｙが設けられ
、内側ケース４０に、隙間Ｙの近傍において開口４１ｈ
が形成され、マイク５３は、内側ケース４０内の空間に
開口４１ｈの近傍において配置される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マイクを有する電子機器であって、
　表示部材と、
　前記表示部材の非表示面側に配置され、前記マイクを収容する内側ケースと、
　前記表示部材の側部を囲い、かつ前記内側ケースを収容する外側ケースと、を備え、
　前記表示部材の側部と前記外側ケースとの間に隙間が設けられ、
　前記内側ケースに、前記隙間の近傍において開口が形成され、
　前記マイクは、前記内側ケース内の空間に前記開口の近傍において配置される、
電子機器。
【請求項２】
　前記開口を覆う防水シートをさらに備える、
請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記内側ケースの外面に、前記隙間から導入された音声を前記開口に導く溝が形成され
ている、
請求項１または請求項２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記外側ケースに、前記内側ケースの溝につながる孔部が形成されている、
請求項３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記電子機器は、タブレット型コンピュータである、
請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、マイクを有する電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　タブレットコンピュータ等の電子機器は、音声を入力するためのマイクが備えられる場
合がある。マイクが備えられた電子機器として、例えば特許文献１に記載のものがある。
【０００３】
　特許文献１には、電子機器のケースに、ケースの外部の音声をケース内に導入するため
の孔部を形成することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－５５４３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電子機器は、電子部品等を収容する内側ケースと、内側ケースを収容する外側ケースと
を備え、マイクは、内側ケース内に収容される場合がある。
【０００６】
　本開示は、マイク等を収容する内側ケースと、内側ケースを収容する外側ケースとを備
えた電子機器におけるマイクへの導音構造を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示に係る電子機器はマイクを有する。電子機器は、表示部材と、表示部材の非表示
面側に配置され、マイクを収容する内側ケースと、表示部材の側部を囲い、かつ内側ケー
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スを収容する外側ケースと、を備え、表示部材の側部と外側ケースとの間に隙間が設けら
れ、内側ケースに、隙間の近傍において開口が形成され、マイクは、内側ケース内の空間
に開口の近傍において配置される。
【発明の効果】
【０００８】
　本開示によれば、電子機器の外部で生じた音声を、表示部材の側部と外側ケースとの間
の隙間、及び隙間の近傍において内側ケースに設けられた開口を介して、マイクに伝達す
ることができる。その場合において、内側ケースの開口は表示部材の側部と外側ケースと
の隙間の近傍に配置されているので、隙間から入った音声を効率よくマイクに伝達するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の上面（表示面）側を示す斜視図
【図２】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の下面（背面）側を示す斜視図
【図３】図１のＡ－Ａ線に沿う斜視断面図
【図４】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の内側ケースの一部拡大斜視図
【図５】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置のマイクへの導音構造を説明する
ための模式図
【発明を実施するための形態】
【００１０】
（実施形態１）
　以下、適宜、図面を参照しながら、実施の形態を詳細に説明する。但し、必要以上に詳
細な説明は省略する場合がある。例えば、既によく知られた事項の詳細説明や実質的に同
一の構成に対する重複説明を省略する場合がある。これは、以下の説明が不必要に冗長に
なるのを避け、当業者の理解を容易にするためである。
　なお、発明者（ら）は、当業者が本開示を十分に理解するために添付図面および以下の
説明を提供するのであって、これらによって特許請求の範囲に記載の主題を限定すること
を意図するものではない。
【００１１】
　また、以下の説明では、特定の方向を意味する用語（例えば、「上」、「下」、「左」
、「右」、およびそれらを含む他の用語）を使用する場合があるが、それらの使用は図面
を参照した開示の理解を容易にするためであって、それらの用語の意味によって本開示は
限定的に解釈されるべきものではない。
【００１２】
　以下に説明する本開示の実施の形態は、所謂タブレット型の持ち運び可能な情報端末装
置（以下、適宜、「タブレット端末装置」、若しくは単に「装置」と略称する）に適用し
た場合を例にとったものである。タブレット端末装置は、ＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＳＳ
Ｄ等の記憶装置、入力部、種々の外部インタフェース等を備え、記憶装置に記憶されてい
るプログラムをＣＰＵで演算処理することにより、所定の機能を実現する。
【００１３】
１．構成
　図１は、本実施の形態に係る電子機器としてのタブレット端末装置の上面（表示面）側
を示す斜視図、また、図２は、タブレット端末装置の下面（背面）側を示す斜視図である
。
【００１４】
　これらの図に示すように、本実施の形態に係るタブレット端末装置Ｗは、平面視で略四
角形状に形成され所定の厚さ（高さ）を有する。タブレット端末装置Ｗの上面部２には、
表示部材１１が配置されている。表示部材１１は、その上面を構成するガラス板２１を含
む。表示部材１１は、例えば液晶表示装置である。表示部材１１は、ユーザがタッチ入力
可能なタッチパネル式の表示装置であってもよい。タブレット端末装置Ｗの下面部４（背
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面側）には、電池パック１０が装着されている。電池パック１０は、電池ロック操作部材
を操作することにより、着脱可能である。タブレット端末装置Ｗの側面部６には、種々の
操作スイッチや種々のコネクタが配置されている。
【００１５】
　タブレット端末装置Ｗは、筐体１として、ガラス板２１で構成される上面部以外の外表
面を構成する外側ケース３０を有する。外側ケース３０は、側面部６を構成する側面部材
３１、及び下面部４を構成する下面部材３２を有する。側面部材３１は、平面視で額縁状
の形状を有している。外側ケース３０を構成する各部材は、例えばエラストマ等の樹脂で
形成されている。
【００１６】
　外側ケース３０及びガラス板２１で囲まれた内部空間には、図３に示すように、内側ケ
ース４０が収容されている。内側ケース４０は、種々の電子部品類を収容可能なように箱
状に構成されている。内側ケース４０は、ガラス板２１側に配置される上側部材４１と、
ガラス板２１とは反対側に配置される下側部材４２とで構成される。内側ケース４０は、
タブレット端末装置Ｗのフレーム（骨格材）を構成し、機械的剛性等の確保のために、例
えばマグネシウム（Ｍｇ）等の金属材料を用いて形成されている。なお、以下の説明にお
いては、上側部材４１と下側部材４２とを区別せず内側ケース４０として説明する。
【００１７】
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗにおいては、タブレット端末装置Ｗの外部の音声を
取得するマイク５３が内側ケース４０内に配置されている。以下、マイク５３がタブレッ
ト端末装置Ｗの外部の音声を取得するための構成について説明する。
【００１８】
　図３は、図１のＡ－Ａ線に沿う断面図である。図３に示すように、マイク５３は、内側
ケース４０内において、内側ケース４０の側壁部４１ａの近傍に配置されている。
【００１９】
　外側ケース３０の側面部材３１は、側壁部３１ａと、側壁部３１ａの上端からほぼ垂直
に延びる上壁部３１ｂと、側壁部３１ａの下端からほぼ垂直に延びる下壁部（図示せず）
とを備え、断面が略コ字状の形状に形成されている。側面部材３１の上壁部３１ｂの端部
と、当該上壁部３１ｂに隣接して配置されたガラス板２１の端部との間には、所定量の隙
間Ｙが設けられている。
【００２０】
　また、外側ケース３０の側面部材３１の側壁部３１ａには、タブレット型端末装置Ｗの
外部空間の音声をマイク５３に導入するための孔部３１ｅが設けられている。孔部３１ｅ
は、側壁部３１ａにおいてマイク５３からの距離が最短距離となる位置に、つまりマイク
５３の中心から側壁部３１ａに垂線をおろした位置に形成されている。
【００２１】
　図４は、外側ケース３０の孔部３１ｅ近傍部分の構造を示す斜視図である。図３、図４
に示すように、内側ケース４０には、ガラス板２１の主面に平行な上壁部４１ｄが設けら
れ、当該上壁部４１ｄに、隙間Ｙの近傍において開口４１ｈが形成されている。マイク５
３は、内側ケース４０内において開口４１ｈの近傍に配置されている。具体的には、マイ
ク５３は、上壁部４１ｄの下面（内面）側において開口４１ｈの近傍に配置されている。
【００２２】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面（外面）には、開口４１ｈから外側ケース３０の
孔部３１ｅに至る連通溝４１ｇが形成されている。連通溝４１ｇは、外側ケース３０の孔
部３１ｅから入力された音声をマイク５３に導くためのものである。連通溝４１ｇは、開
口４１ｈ側の部分が、孔部３１ｅに近づくつれ幅が広くなるように形成されている。
【００２３】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面には、外側ケース３０の側面部材３１の上壁部３
１ｂの端部とガラス板２１の端部との間の隙間Ｙとほぼ平行に延びる導音溝４１ｉが形成
されている。導音溝４１ｉは、隙間Ｙのほぼ下方となる位置に形成されている。導音溝４
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１ｉは、連通溝４１ｇに接続されている。
【００２４】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面とガラス板２１の下面とは接着剤６３によりシー
ルされている。
【００２５】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの下面には、開口４１ｈからの水の浸入を防ぐ防水シー
ト６２が貼り付けられている。防水シート６２としては、音声を伝達可能な素材のシート
が用いられる。
【００２６】
　図５は、本実施形態のタブレット端末装置Ｗの外部空間の音声をマイク５３へ導く構成
を模式的に説明する図である。本実施形態によれば、破線Ｒで示すように外側ケース３０
の側面部材３１とガラス板２１との隙間Ｙを介してタブレット端末装置Ｗ内に導入された
音声は、導音溝４１ｉ、連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に至ることと
なる。
【００２７】
　また、図３に示す外側ケース３０の側面部材３１の孔部３１ｅを介して導入された音声
は、図５に破線Ｓで示すように連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に至る
こととなる。
【００２８】
２．まとめ
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗは、マイク５３を有する。タブレット端末装置Ｗは
、表示部材１１と、表示部材１１の非表示面側に配置され、マイク５３を収容する内側ケ
ース４０と、表示部材１１の側部を囲い、かつ内側ケース４０を収容する外側ケース３０
と、を備える。表示部材１１の側部（ガラス板２１）と外側ケース３０との間に隙間Ｙが
設けられ、内側ケース４０に、隙間Ｙの近傍において開口４１ｈが形成され、マイク５３
は、内側ケース４０内の空間に開口４１ｈの近傍において配置される。
【００２９】
　これにより、タブレット端末装置Ｗの外部で生じている音声を、表示部材１１の側部（
ガラス板２１）と外側ケース３０との間の隙間Ｙ、及び隙間Ｙの近傍において内側ケース
４０に設けられた開口４１ｈを介して、マイク５３に伝達することができる。その場合に
おいて、内側ケース４０の開口４１ｈは表示部材１１の側部と外側ケース４０との隙間Ｙ
の近傍に配置されているので、隙間Ｙから入った音声を効率よくマイク５３に伝達するこ
とができる。
【００３０】
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗは、開口４１ｈを覆う防水シート６２をさらに備え
る。
【００３１】
　これにより、開口４１ｈからの水の浸入を防ぐことができる。
【００３２】
　本実施形態において、内側ケース４０の外面に、隙間Ｙから導入された音声を開口４１
ｈに導く導音溝４１ｉが形成されている。
【００３３】
　これにより、隙間Ｙから導入された音声を導音溝４１ｉ及び開口４１ｈを介してマイク
５３に良好に導くことができる。
【００３４】
　本実施形態において、外側ケース３０に、内側ケース４０の連通溝４１ｇにつながる孔
部３１ｅが形成されている。
【００３５】
　これにより、タブレット端末装置Ｗの外部で生じている音声を、外側ケース３０の孔部
３１ｅ、連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に良好に導くことができる。
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【００３６】
（他の実施の形態）
　以上のように、本出願において開示する技術の例示として、実施の形態１を説明した。
しかしながら、本開示における技術は、これに限定されず、適宜、変更、置き換え、付加
、省略などを行った実施の形態にも適用可能である。
【００３７】
　本実施形態では、電子機器がタブレット端末装置である場合について説明した。しかし
、これに限らない。本開示は、ノート型コンピュータ、電子手帳、電子ゲーム装置等の電
子機器に広く適用可能である。
【００３８】
　以上のように、本開示における技術の例示として、実施の形態を説明した。そのために
、添付図面及び詳細な説明を提供した。
　したがって、添付図面及び詳細な説明に記載された構成要素の中には、課題解決のため
に必須な構成要素だけでなく、上記技術を例示するために、課題解決のためには必須でな
い構成要素も含まれ得る。そのため、それらの必須ではない構成要素が添付図面や詳細な
説明に記載されていることをもって、直ちに、それらの必須ではない構成要素が必須であ
るとの認定をするべきではない。
　また、上述の実施の形態は、本開示における技術を例示するためのものであるから、特
許請求の範囲またはその均等の範囲において種々の変更、置き換え、付加、省略などを行
うことができる。
【産業上の利用可能性】
【００３９】
　本開示は、ノート型コンピュータ、タブレット型コンピュータ、電子手帳、電子ゲーム
装置等の持ち運び可能な電子機器に広く適用可能である。
【符号の説明】
【００４０】
Ｗ　タブレット端末装置
１　筐体
２　上面部
４　下面部
６　側面部
１０　電池パック
１１　表示部材
２１　ガラス板
３０　外側ケース
３１　側面部材
３１ａ　側壁部
３１ｂ　上壁部
３１ｅ　孔部
３２　下面部材
４０　内側ケース
４１　上側部材
４１ａ　側壁部
４１ｄ　上壁部
４１ｈ　開口
４１ｇ　連通溝
４１ｉ　導音溝
４２　下側部材
５１　アンテナ
５２　マイク
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６２　防水シート
６３　接着剤
Ｘ　アンテナ配置空間
Ｙ　隙間

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【手続補正書】
【提出日】平成28年7月20日(2016.7.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マイクを有する電子機器であって、
　表示部材と、
　前記表示部材の非表示面側に配置され、前記マイクを収容する内側ケースと、
　前記表示部材の側部を囲い、かつ前記内側ケースを収容する外側ケースと、を備え、
　前記表示部材の側部と前記外側ケースとの間に隙間が設けられ、
　前記内側ケースに、前記隙間の近傍において開口が形成され、
　前記マイクは、前記内側ケース内の空間に前記開口の近傍において配置される、
電子機器。
【請求項２】
　前記開口を覆う防水シートをさらに備える、
請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記内側ケースの外面に、前記隙間から導入された音声を前記開口に導く溝が形成され
ている、
請求項１または請求項２に記載の電子機器。
【請求項４】
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　前記外側ケースに、前記内側ケースの溝につながる孔部が形成されている、
請求項３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記電子機器は、タブレット型コンピュータである、
請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の電子機器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、マイクを有する電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　タブレットコンピュータ等の電子機器は、音声を入力するためのマイクが備えられる場
合がある。マイクが備えられた電子機器として、例えば特許文献１に記載のものがある。
【０００３】
　特許文献１には、電子機器のケースに、ケースの外部の音声をケース内に導入するため
の孔部を形成することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－５５４３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電子機器は、電子部品等を収容する内側ケースと、内側ケースを収容する外側ケースと
を備え、マイクは、内側ケース内に収容される場合がある。
【０００６】
　本開示は、マイク等を収容する内側ケースと、内側ケースを収容する外側ケースとを備
えた電子機器におけるマイクへの導音構造を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示に係る電子機器はマイクを有する。電子機器は、表示部材と、表示部材の非表示
面側に配置され、マイクを収容する内側ケースと、表示部材の側部を囲い、かつ内側ケー
スを収容する外側ケースと、を備え、表示部材の側部と外側ケースとの間に隙間が設けら
れ、内側ケースに、隙間の近傍において開口が形成され、マイクは、内側ケース内の空間
に開口の近傍において配置される。
【発明の効果】
【０００８】
　本開示によれば、電子機器の外部で生じた音声を、表示部材の側部と外側ケースとの間
の隙間、及び隙間の近傍において内側ケースに設けられた開口を介して、マイクに伝達す
ることができる。その場合において、内側ケースの開口は表示部材の側部と外側ケースと
の隙間の近傍に配置されているので、隙間から入った音声を効率よくマイクに伝達するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の上面（表示面）側を示す斜視図
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【図２】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の下面（背面）側を示す斜視図
【図３】図１のＡ－Ａ線に沿う斜視断面図
【図４】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置の内側ケースの一部拡大斜視図
【図５】本開示の実施の形態に係るタブレット端末装置のマイクへの導音構造を説明する
ための模式図
【発明を実施するための形態】
【００１０】
（実施形態１）
　以下、適宜、図面を参照しながら、実施の形態を詳細に説明する。但し、必要以上に詳
細な説明は省略する場合がある。例えば、既によく知られた事項の詳細説明や実質的に同
一の構成に対する重複説明を省略する場合がある。これは、以下の説明が不必要に冗長に
なるのを避け、当業者の理解を容易にするためである。
　なお、発明者（ら）は、当業者が本開示を十分に理解するために添付図面および以下の
説明を提供するのであって、これらによって特許請求の範囲に記載の主題を限定すること
を意図するものではない。
【００１１】
　また、以下の説明では、特定の方向を意味する用語（例えば、「上」、「下」、「左」
、「右」、およびそれらを含む他の用語）を使用する場合があるが、それらの使用は図面
を参照した開示の理解を容易にするためであって、それらの用語の意味によって本開示は
限定的に解釈されるべきものではない。
【００１２】
　以下に説明する本開示の実施の形態は、所謂タブレット型の持ち運び可能な情報端末装
置（以下、適宜、「タブレット端末装置」、若しくは単に「装置」と略称する）に適用し
た場合を例にとったものである。タブレット端末装置は、ＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＳＳ
Ｄ等の記憶装置、入力部、種々の外部インタフェース等を備え、記憶装置に記憶されてい
るプログラムをＣＰＵで演算処理することにより、所定の機能を実現する。
【００１３】
１．構成
　図１は、本実施の形態に係る電子機器としてのタブレット端末装置の上面（表示面）側
を示す斜視図、また、図２は、タブレット端末装置の下面（背面）側を示す斜視図である
。
【００１４】
　これらの図に示すように、本実施の形態に係るタブレット端末装置Ｗは、平面視で略四
角形状に形成され所定の厚さ（高さ）を有する。タブレット端末装置Ｗの上面部２には、
表示部材１１が配置されている。表示部材１１は、その上面を構成するガラス板２１を含
む。表示部材１１は、例えば液晶表示装置である。表示部材１１は、ユーザがタッチ入力
可能なタッチパネル式の表示装置であってもよい。タブレット端末装置Ｗの下面部４（背
面側）には、電池パック１０が装着されている。電池パック１０は、電池ロック操作部材
を操作することにより、着脱可能である。タブレット端末装置Ｗの側面部６には、種々の
操作スイッチや種々のコネクタが配置されている。
【００１５】
　タブレット端末装置Ｗは、筐体１として、ガラス板２１で構成される上面部以外の外表
面を構成する外側ケース３０を有する。外側ケース３０は、側面部６を構成する側面部材
３１、及び下面部４を構成する下面部材３２を有する。側面部材３１は、平面視で額縁状
の形状を有している。外側ケース３０を構成する各部材は、例えばエラストマ等の樹脂で
形成されている。
【００１６】
　外側ケース３０及びガラス板２１で囲まれた内部空間には、図３に示すように、内側ケ
ース４０が収容されている。内側ケース４０は、種々の電子部品類を収容可能なように箱
状に構成されている。内側ケース４０は、ガラス板２１側に配置される上側部材４１と、
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ガラス板２１とは反対側に配置される下側部材４２とで構成される。内側ケース４０は、
タブレット端末装置Ｗのフレーム（骨格材）を構成し、機械的剛性等の確保のために、例
えばマグネシウム（Ｍｇ）等の金属材料を用いて形成されている。なお、以下の説明にお
いては、上側部材４１と下側部材４２とを区別せず内側ケース４０として説明する。
【００１７】
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗにおいては、タブレット端末装置Ｗの外部の音声を
取得するマイク５３が内側ケース４０内に配置されている。以下、マイク５３がタブレッ
ト端末装置Ｗの外部の音声を取得するための構成について説明する。
【００１８】
　図３は、図１のＡ－Ａ線に沿う断面図である。図３に示すように、マイク５３は、内側
ケース４０内において、内側ケース４０の側壁部４１ａの近傍に配置されている。
【００１９】
　外側ケース３０の側面部材３１は、側壁部３１ａと、側壁部３１ａの上端からほぼ垂直
に延びる上壁部３１ｂと、側壁部３１ａの下端からほぼ垂直に延びる下壁部（図示せず）
とを備え、断面が略コ字状の形状に形成されている。側面部材３１の上壁部３１ｂの端部
と、当該上壁部３１ｂに隣接して配置されたガラス板２１の端部との間には、所定量の隙
間Ｙが設けられている。
【００２０】
　また、外側ケース３０の側面部材３１の側壁部３１ａには、タブレット型端末装置Ｗの
外部空間の音声をマイク５３に導入するための孔部３１ｅが設けられている。孔部３１ｅ
は、側壁部３１ａにおいてマイク５３からの距離が最短距離となる位置に、つまりマイク
５３の中心から側壁部３１ａに垂線をおろした位置に形成されている。
【００２１】
　図４は、外側ケース３０の孔部３１ｅ近傍部分の構造を示す斜視図である。図３、図４
に示すように、内側ケース４０には、ガラス板２１の主面に平行な上壁部４１ｄが設けら
れ、当該上壁部４１ｄに、隙間Ｙの近傍において開口４１ｈが形成されている。マイク５
３は、内側ケース４０内において開口４１ｈの近傍に配置されている。具体的には、マイ
ク５３は、上壁部４１ｄの下面（内面）側において開口４１ｈの近傍に配置されている。
【００２２】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面（外面）には、開口４１ｈから外側ケース３０の
孔部３１ｅに至る連通溝４１ｇが形成されている。連通溝４１ｇは、外側ケース３０の孔
部３１ｅから入力された音声をマイク５３に導くためのものである。連通溝４１ｇは、開
口４１ｈ側の部分が、孔部３１ｅに近づくつれ幅が広くなるように形成されている。
【００２３】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面には、外側ケース３０の側面部材３１の上壁部３
１ｂの端部とガラス板２１の端部との間の隙間Ｙとほぼ平行に延びる導音溝４１ｉが形成
されている。導音溝４１ｉは、隙間Ｙのほぼ下方となる位置に形成されている。導音溝４
１ｉは、連通溝４１ｇに接続されている。
【００２４】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの上面とガラス板２１の下面とは接着剤６３によりシー
ルされている。
【００２５】
　内側ケース４０の上壁部４１ｄの下面には、開口４１ｈからの水の浸入を防ぐ防水シー
ト６２が貼り付けられている。防水シート６２としては、音声を伝達可能な素材のシート
が用いられる。
【００２６】
　図５は、本実施形態のタブレット端末装置Ｗの外部空間の音声をマイク５３へ導く構成
を模式的に説明する図である。本実施形態によれば、破線Ｒで示すように外側ケース３０
の側面部材３１とガラス板２１との隙間Ｙを介してタブレット端末装置Ｗ内に導入された
音声は、導音溝４１ｉ、連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に至ることと



(12) JP WO2015/097937 A1 2015.7.2

なる。
【００２７】
　また、図３に示す外側ケース３０の側面部材３１の孔部３１ｅを介して導入された音声
は、図５に破線Ｓで示すように連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に至る
こととなる。
【００２８】
２．まとめ
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗは、マイク５３を有する。タブレット端末装置Ｗは
、表示部材１１と、表示部材１１の非表示面側に配置され、マイク５３を収容する内側ケ
ース４０と、表示部材１１の側部を囲い、かつ内側ケース４０を収容する外側ケース３０
と、を備える。表示部材１１の側部（ガラス板２１）と外側ケース３０との間に隙間Ｙが
設けられ、内側ケース４０に、隙間Ｙの近傍において開口４１ｈが形成され、マイク５３
は、内側ケース４０内の空間に開口４１ｈの近傍において配置される。
【００２９】
　これにより、タブレット端末装置Ｗの外部で生じている音声を、表示部材１１の側部（
ガラス板２１）と外側ケース３０との間の隙間Ｙ、及び隙間Ｙの近傍において内側ケース
４０に設けられた開口４１ｈを介して、マイク５３に伝達することができる。その場合に
おいて、内側ケース４０の開口４１ｈは表示部材１１の側部と外側ケース３０との隙間Ｙ
の近傍に配置されているので、隙間Ｙから入った音声を効率よくマイク５３に伝達するこ
とができる。
【００３０】
　本実施形態のタブレット端末装置Ｗは、開口４１ｈを覆う防水シート６２をさらに備え
る。
【００３１】
　これにより、開口４１ｈからの水の浸入を防ぐことができる。
【００３２】
　本実施形態において、内側ケース４０の外面に、隙間Ｙから導入された音声を開口４１
ｈに導く導音溝４１ｉが形成されている。
【００３３】
　これにより、隙間Ｙから導入された音声を導音溝４１ｉ及び開口４１ｈを介してマイク
５３に良好に導くことができる。
【００３４】
　本実施形態において、外側ケース３０に、内側ケース４０の連通溝４１ｇにつながる孔
部３１ｅが形成されている。
【００３５】
　これにより、タブレット端末装置Ｗの外部で生じている音声を、外側ケース３０の孔部
３１ｅ、連通溝４１ｇ及び開口４１ｈを介して、マイク５３に良好に導くことができる。
【００３６】
（他の実施の形態）
　以上のように、本出願において開示する技術の例示として、実施の形態１を説明した。
しかしながら、本開示における技術は、これに限定されず、適宜、変更、置き換え、付加
、省略などを行った実施の形態にも適用可能である。
【００３７】
　本実施形態では、電子機器がタブレット端末装置である場合について説明した。しかし
、これに限らない。本開示は、ノート型コンピュータ、電子手帳、電子ゲーム装置等の電
子機器に広く適用可能である。
【００３８】
　以上のように、本開示における技術の例示として、実施の形態を説明した。そのために
、添付図面及び詳細な説明を提供した。
　したがって、添付図面及び詳細な説明に記載された構成要素の中には、課題解決のため
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に必須な構成要素だけでなく、上記技術を例示するために、課題解決のためには必須でな
い構成要素も含まれ得る。そのため、それらの必須ではない構成要素が添付図面や詳細な
説明に記載されていることをもって、直ちに、それらの必須ではない構成要素が必須であ
るとの認定をするべきではない。
　また、上述の実施の形態は、本開示における技術を例示するためのものであるから、特
許請求の範囲またはその均等の範囲において種々の変更、置き換え、付加、省略などを行
うことができる。
【産業上の利用可能性】
【００３９】
　本開示は、ノート型コンピュータ、タブレット型コンピュータ、電子手帳、電子ゲーム
装置等の持ち運び可能な電子機器に広く適用可能である。
【符号の説明】
【００４０】
Ｗ　タブレット端末装置
１　筐体
２　上面部
４　下面部
６　側面部
１０　電池パック
１１　表示部材
２１　ガラス板
３０　外側ケース
３１　側面部材
３１ａ　側壁部
３１ｂ　上壁部
３１ｅ　孔部
３２　下面部材
４０　内側ケース
４１　上側部材
４１ａ　側壁部
４１ｄ　上壁部
４１ｈ　開口
４１ｇ　連通溝
４１ｉ　導音溝
４２　下側部材
５１　アンテナ
５２　マイク
６２　防水シート
６３　接着剤
Ｘ　アンテナ配置空間
Ｙ　隙間
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】全図
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５】
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